（様式３）
地域人づくり事業企画提案書〈記入例〉
三重県知事　あて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

住所
企業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

代表者氏名
ＴＥＬ

担当者名

E-mail

１．事業者のプロフィール
  ※　会社概要、主な事業内容、企業の特徴など、事業者の実態がわかるよう具体的に記述してください。
	設立（起業）年月
	平成〇年×月△日
	従業員数
	〇人

	本社（本店）の所在地
	三重県〇市×町〇〇番地

	業種
	介護事業所

	主な事業概要

	通所介護

・介護の必要な方を施設に送迎

・入浴

・食事

・健康チェック

・レクリエーション等

	企画提案書に添付する参考資料
	・法人概要を記載したパンフレット

・運営規定

・就業規則

・介護職員初任者研修募集要領及びカリキュラム


企画提案書
	１．事業区分
※提案する事業区分に〇印を記入


	雇用拡大プロセス
	類型１
	〇
	類型２
	
	類型３
	

	
	処遇改善プロセス
	賃上げ
	
	定着支援
	
	正社員化
	

	
	事業者区分
	提案者自らが雇用や処遇改善を実施
	〇
	他者（社）の就労支援や処遇改善を支援
	

	２．事業テーマ
　　※提案する事業のテーマ及び内容を、的確かつ簡潔な表現・名称で記載。
介護業務に従事しながら介護職員初任者研修の資格を取得する事業



	３． 事業の内容・スキーム
※事業区分毎に、事業の内容（全体像）、スキームについて、必要に応じて図等を用い、わかりやすく記載。
（雇用拡大プロセス）
※どのような人材をどうやって育成するか、就労支援の具体的方法等を記載。

　離職者等を新たに雇用し、介護施設で実務研修を行うとともに、介護資格取得のための養成講座を受講させることにより福祉・介護人材の育成を行う。

（処遇改善プロセス）
※処遇改善の原資を生み出す取り組みを具体的に記載。


	４．事業の特徴・セールスポイント

※事業区分毎に、事業の特徴やセールスポイントを記載。
※事業区分毎に、事業の特徴やセールスポイントを記載。
（雇用拡大プロセス）
介護現場において、慢性的な人手不足等により、介護人材の確保が難しい現状にあるなか、介護事業所で実際に働き現場での実務経験を積みながら、介護職員初任者研修の講座を受講し、資格の取得を目指すことにより継続的な雇用につなげていきます。

（処遇改善プロセス）


	５．事業実施体制
※事業区分毎に、実施体制や役割分担を記載。

※外部専門家（経営専門家、技術専門家等）を活用する（している）場合、その旨を記載。

（雇用拡大プロセス）



	６．目標及び成果

（雇用拡大プロセス）

※新規雇用者数又は就労支援による就職者数

類型１　新規雇用者数　　〇人
類型２　新規雇用者数　　人　就労支援による就職者数　　人　※類型２は必ず両方を記載

類型３　就労支援による就職者数　　人
（処遇改善プロセス）

※自ら取り組む事業者は処遇改善の具体的目標。（例：いつまでに、どれだけ）

※支援機関は処遇改善計画（案）（別表５－２）の「事業目標」欄を参考に記載すること。
賃上げ

定着支援

正社員化

	７．緊急雇用対策関連事業の実施状況
※三重県又は三重県内の市町が実施した緊急雇用対策関連事業の受託者は、下記について記入してください。
①発注者名　　三重県
※県又は市町名を記入

②委託契約期間　平成〇年〇月〇日～平成〇年〇月〇日
③契約金額　　　〇〇〇円
④事業のテーマ又は委託業務名　介護雇用プログラム緊急雇用創出事業
⑤新規雇用人数　〇人　

⑥うち継続雇用した人数　〇人※正社員・パートに関係なく記入
⑦うち正社員（期限の定めのない雇用）で雇用した人数　〇人


当提案書に基づいて書類審査を実施するため、わかりやすく記入してください。なお、ページ数は増えても構いません。
委託事業終了後の事業計画等

当該業務は、地域において産業や社会情勢等の実情に応じた多様な「人づくり」により、若者や女性等の潜在力を引き出し、OJTとOFF-JTを組み合わせた研修を行うことで継続雇用を目指す取り組みや、失業者の就労支援、賃上げ等の在職者の処遇改善につながる取り組みを目的としていることから、委託事業終了後の雇用継続や処遇改善の計画等について記入してください。
※事業者区分で「提案者自らが雇用や処遇改善を実施」を選択した場合のみ記入
１　委託事業終了後の事業計画
（雇用拡大プロセス）
本事業で雇用した職員を継続して雇用し、どのような業務に従事させるかを書いてください。
（処遇改善プロセス）

２　上記事業を実施するための資金計画

（雇用拡大プロセス）
本事業で雇用した職員を事業終了後も継続して雇用し続けられることがわかるように、数字・文章で記入してください。

（処遇改善プロセス）

【別表１】

（１）契約期間内及び契約期間終了後のスケジュール
	実施項目・進捗段階等
	H26年
６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	H27年

１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月

	事業委託期間
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　
	　
	　
	　

	　募集手続等
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　離職者等を雇用
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　介護職員初任者研修講座受講、資格取得
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	※必要に応じて枠を追加等してください。
※枠は１ヶ月ごとにしてください。
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※事業の実施期間を上記へ明示してください。
（２）契約期間内及び契約期間終了後のスケジュール
	実施項目・進捗段階等
	H27年
８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	H28年
１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月

	　事業委託期間
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　離職者等を雇用
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　離職者等を継続雇用
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	※必要に応じて枠を追加等してください。
※枠は１ヶ月ごとにしてください。
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


※事業の実施期間を上記へ明示してください。

【別表２－１】
経費明細書（平成２６年度分）
                                                                          (単位：円)
	区　分
	科　目
	予 算 額
	積 算 内 訳

	新規雇用者

人件費

※雇用拡大プロセスの類型１又は２のみ


	賃金

通勤手当等の諸手当

社会保険料

賞与


	〇〇〇円

〇〇〇円

〇〇〇円
	時給〇〇円×〇時間×〇日×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

月額〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈健康保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈厚生年金保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈労働保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円



	人件費計①
	
	〇〇〇円
	

	事　業　費

	社員賃金

専門家謝金

専門家旅費

社員旅費

レンタル・リース料

コンサルタント料

印刷製本費

資料購入費

通信運搬費

研修費

消耗品費

	〇〇〇円

〇〇〇円
	初任者研修受講料

〇〇〇円×〇人分＝〇〇〇円

ユニフォーム代

・ジャージ上下〇〇〇円×〇枚×〇名分

＝〇〇〇円

・Ｔシャツ〇〇〇円×〇枚×〇名分

　＝〇〇〇円

	事業費計②
	
	〇〇〇円
	

	小計③(①＋②)
	
	〇〇〇円
	

	消費税④

（③×８％）
	
	〇〇〇円
	

	合計（③＋④）
	
	〇〇〇円
	


【別表２－２】
経費明細書（平成２７年度分）
                                                                          (単位：円)
	区　分
	科　目
	予 算 額
	積 算 内 訳

	新規雇用者

人件費

※雇用拡大プロセスの類型１又は２のみ


	賃金

通勤手当等の諸手当

社会保険料

賞与


	〇〇〇円

〇〇〇円

〇〇〇円
	時給〇〇円×〇時間×〇日×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

月額〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈健康保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈厚生年金保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円

〈労働保険料（事業主負担分）〉

〇〇〇円×〇ヶ月×〇人分

＝〇〇〇円



	人件費計①
	
	〇〇〇円
	

	事　業　費
 
	社員賃金

専門家謝金

専門家旅費

社員旅費

レンタル・リース料

コンサルタント料

印刷製本費

資料購入費

通信運搬費

消耗品費
	
	

	事業費計②
	
	〇〇〇円
	

	小計③(①＋②)
	
	〇〇〇円
	

	消費税④

（③×８％）
	
	〇〇〇円
	

	合計（③＋④）
	
	〇〇〇円
	


【別表２－３】
経費明細書（平成２６年及び２７年度分の合計）
                                                                          (単位：円)
	区　分
	科　目
	予 算 額
	

	新規雇用者

人件費


	平成２６年度分

平成２７年度分


	〇〇〇円

〇〇〇円
	賃金　　　〇〇〇円

通勤手当　　〇〇〇円

社会保険料　〇〇〇円

賃金　　　　〇〇〇円

通勤手当　　〇〇〇円

社会保険料　〇〇〇円



	人件費計①
	
	〇〇〇円
	

	事　業　費

	平成２６年度分

平成２７年度分
	〇〇〇円

〇〇〇円
	研修費〇〇〇円

消耗品費〇〇〇円


	事業費計②
	
	〇〇〇円
	

	小計③(①＋②)
	
	〇〇〇円
	

	消費税④

（③×８％）
	
	〇〇〇円
	

	合計（③＋④）
	
	〇〇〇円
	


※ 消費税の課税事業者は、各経費を消費税抜きの額を記載し、総事業費に一括して消費税を計上してください。

※ 消費税の免税事業者等は、消費税込みで計上し、消費税は０円としてください。

  ※ 積算内訳には、内訳毎に積算根拠（単価、数量等）を示しながら積み上げてください。

※ 計上できる経費は、当該事業に必要な直接経費のみとし、一般管理費、諸経費などの間接経費は認められません。
※ 計上できる経費は、契約期間中に執行するものだけです。契約期間前後の経費は計上できません。
※ 委託事業費と従来事業費は、帳簿及び証拠書類を区分する必要があります。特に社員人件費については、日報及び出勤簿等の関係書類等により、従来事業との区分を明確にしてください。
※　以下の費目は対象外となります。

①  事業者の一般的な運営経費

（事務所賃借料、水道光熱費など、従来事業に関する経費との区別がつかないもの）

②　土地・建物・設備・機械等の固定資産

（委託契約の期間終了後においても財産として残るもの。ただし、購入ではなく事業期間中リースする場合は認める）
　　③　５万円以上（消費税込み）の物品等の購入
【参考】経費明細書　
(単位：円)　　　　                                   
	区分
	科目
	計上可能使途

	事　業　費

	社員賃金

専門家謝金

専門家旅費

社員旅費

レンタル・リース料

コンサルタント料
通信運搬費
消耗品費

	●新規雇用者の研修にかかる既存社員の賃金
（従来事業と明確に区別するため、「時間単価×研修を行う時間」で積算すること。）

●専門家等に対する謝礼

●専門家等に対する旅費

●新規雇用者の研修にかかる既存社員の旅費

●新規雇用者にかかる事務機器のリース料等

●販路拡大等に要するコンサルタント料
●郵便代、運送代等
●消耗品の購入費等



※　計上できる経費は、当該事業に必要な直接経費のみとし、一般管理費、諸経費などの間接経費は認められない。
受付Ｎｏ．





介護職員初任者研修を受講し


資格取得





雇用契約





介護業務に従事





事業所





初任者研修


養成講座





事業委託期間は


１４か月間以内





７月に委託契約を


結んだ場合





離職者等雇用期間は


１２か月間以内





事業委託期間は


１４か月間以内





離職者等雇用期間は


１２か月間以内








人件費の割合は事業費合計の５０パーセント以上








1

